冬季における労働災害防止対策について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（改）平成23年11月1日 長野労基発第87号　
　　

冬季においては、積雪・凍結・寒冷等を要因とする転倒、墜落、交通事故、雪崩、一酸化炭素中毒等による特有の災害が多発する傾向にある。

中でも滑り等を要因とする転倒災害は災害全体の約2割を占め、さらに、1月～3月及び12月の4か月間での発生状況は例年約5割を占めるに至っている。これら冬季に発生する災害は、年間の労働災害発生件数を底上げしている状況にある。
これら冬季特有の災害を防止するため、冬季における労働災害防止対策を下記のとおり定め、積極的に推進することとする。

記
１　基本的な災害防止対策
ア　本格的な寒波等が来る前に、安全衛生委員会等を活用して、冬季特有の災害防止対策を樹
立しておくこと。必要な用具等の確保、設備の点検等は遅くとも11月末までに完了すること。　　

イ　安全衛生委員会等では、作業環境に及ぼす低温、異常気象等の有害性並びに作業行動・作
　業動作から生じる危険性について調査・審議し、効果的な災害防止対策に取り組むこと。
ウ　特に「転倒災害」については、個人の行動や注意力によるところがあり防止対策が難しい
　面もあるが、対策が不可能なものではなく、過去の災害に関しても事業場で対策を講じてい
　れば防げたものが多数あることから、「転倒災害防止運動」の実施等を展開し、事業場が一
　体となって取組を行うこと。
2  通路、作業床等の凍結、積雪による転倒災害防止対策
 ア  床面や通路等には、くぼみや段差がなく、滑りにくい構造とし、通路や作業面の除雪を励行
 　し、 転倒のおそれがない通路を確保すること。また、凍結により滑りやすい通路や作業床に
   は、滑り止めの措置を講ずること。
 イ  床等の水たまりや氷は放置せず、その都度除去するとともに、溜まりやすい箇所には吸湿 

   性のあるマットを敷く等の措置を講じること。
 ウ　履物は、滑りにくく、安定したものを着用させること。また、靴底がすり減っていないかを

　 点検すること。作業の内容に応じて、スパイク靴等の滑りにくい履物が必要となることに留意
   すること。　　

 エ　階段には、滑り止めや手すりを設け、走らず、一段飛ばしを行わないこと。

 オ　作業行動面では凍結の有無を確認してから次の動作に移ること。また、凍結のおそれのある
　 場所では、滑り等による転倒等を意識しながら、足の裏全体をつけて歩くようにし、むやみに
   走らないことを徹底すること。　　　
カ　服やズボンのポケットに手を入れたままの歩行は避けること。また、作業服装は着ぶくれ　　　　

　とならないよう配意すること。　  
キ　建物等の入口には、雪、水分を除去するためのマットやブラシ等を備え、凍結の要因となる
　水分を持ち込ませない措置を講じること。

3　交通労働災害防止対策
 ア　冬用タイヤについては磨耗状態を点検し、降雪前に早めに装着し、関係車両の冬季における

　 安全管理を徹底すること。
 イ　本格的な冬季を前に、積雪や凍結路面等でのスリップ防止のための、急ハンドル、急ブレー
　 キ及び急発進を行わせないなど安全運転に関する教育を十分実施しておくこと。併せて、期間

   中は定期的に必要な安全教育を継続して実施すること。
　   社用車を運転する者（送迎用マイクロバス運転者等含む。）については、特に配意するとと

　 もに、定期健康診断の実施状況及び健康状態を確認し健康管理を行うこと。
ウ　「交通労働災害防止のためのガイドライン」に基づく睡眠時間の確保、適正な労働時間等の管理並びに時間に余裕をもたせ、控えめな速度などに配意した走行管理を行うこと。　
4　除雪、凍結等の排除時の災害防止対策
　ア 屋根の雪下ろしを行う際には、作業者に保護帽、安全帯を着用させること。　
　　 なお、高さ２ｍ以上の墜落危険箇所での作業においては、手すりを設置するか、これが困難

　 な場合には、親綱を設置し、安全帯を確実に着用させるなどの措置を講じること。
　イ　屋根の材質が、スレート、アクリル板等で踏み抜きの危険がある場合は、歩み板を設ける

　　等により墜落防止措置を講ずること。この場合、予め作業場の積雪の状態、建物の構造（屋
　　根の材質、勾配の滑り止めの有無等）の状況を確認し、適切な作業手順を定めておくこと。
　エ　昇降用はしごは、十分な長さのものを使用し、必ず転移防止の措置を講じること。

　ウ　雪を落下させる場合や軒先から落雪のおそれがある場合は、囲いや表示で立ち入り禁止

　　措置を講ずること。また、屋根上等での上下同時作業は原則として禁止すること。　　
　オ　通路等の除雪作業を行う際には、河川、側溝等の位置を予め確認し、標識を立てるなどに
　　より転落防止措置を講ずること。また、駐車場や屋外作業場等で除雪機等を使用する場合に　

　　は、路肩からの転落防止措置にも配意すること。
　カ　除雪機等の回転部分に障害物、圧雪等が詰まった場合は、エンジンを止め、回転が完全に

    止まったことを確認してから対処すること。　
　　

5  除雪作業中の災害防止対策　
   除雪車等への巻き込まれを防止するため、運転時の周囲の確認、作業範囲への警備員等の立ち 

 入り禁止の措置を徹底すること。
   特に建設業の元方事業者等は、関係請負人（交通整理の警備員等の配置）と予め十分な打合せ 

 を行い、作業に入る前に当日の連絡調整を確実に実施し、関連する労働災害防止の徹底を行う 

 こと。
6　 機械設備等からの災害防止対策

　  設備機械、特に屋外作業用機械類の雪や氷の付着は、融解時の突然の起動から、思い掛けな
  い災害発生があることから、できるだけ覆い等により付着予防措置を講じておくこと。　
7　作業場、倉庫等の倒壊防止対策
　ア　建物の構造、強度等を把握し、雪下ろしをする積雪の目安を予め定めておくこと。また、地

　　震の影響を受けた建物等については、特に配意すること。
　イ　定期的に積雪の状況、建物の変形の状況等を点検し、雪下ろしを早めに行うこと。
　ウ　倒壊の危険がある建物等については、立ち入り禁止措置を講ずること。　
8　高齢者の安全衛生確保等対策
　ア　寒い時、特に朝方は体が堅くなり、物につまずいたり、ちょっとした弾みで腰痛を起こし

　　たりすることに留意し、日頃から十分な健康管理を行うとともに、重量物の運搬や高所での　

　　作業をできるだけ避けるなど安全衛生面に配慮すること。　

　イ　職場体操を実施するなど日頃から身体の柔軟性確保に配意すること。

9　建設業・林業に関する防止対策

　ア　凍結により滑りやすい通路・足場・作業床等には滑り止めの措置を講ずること。
　イ　法面の下方において作業を実施する場合は、法面の凍結・融解による崩壊・落石を防止す

　　るため作業開始時及び凍結の融解時に点検を実施し、作業開始の適否の判断等を行うこと。
　ウ　積雪・凍結の状況により、工期・施工期間・施工方法等を再検討し、必要に応じ作業の中

　　断、工法の変更等について柔軟に対処すること。
　エ　車両系建設機械の移送は、運行経路等を定めた作業計画に基づき、専用のトレーラー等に
　　により行い、その積卸し作業は平坦な場所で滑り止めを設けた道板等を適正に使用させ、車

　　両系建設機械の転倒・転落を防止すること。
　オ  雪崩災害防止について

　　①　工事の計画段階において、予め作業箇所周辺の地形、植生の状況、過去の積雪記録、雪
　　　崩発生の有無等を調査するとともに、雪崩の専門家の意見を聴き、危険が予想される箇所
　　　には事務所、詰所等を設けないこと。
　　②   日々の作業開始前に作業箇所周辺の雪庇、亀裂、吹き溜まりなどの積雪の状況等につい
　　　て点検を行い、その結果に基づき、作業開始の適否の判断等を行うこと。
　　③   降積雪期間中は気象観測機関の雪崩に関する警報、注意報に十分注意を払うととも
　　　に、降雪量、積雪量、最高及び最低気温を把握し、雪崩の発生が予想される場合には作　　　業を中止するとともに、当該危険区域への立入りを禁止すること。
　　④   工事現場付近の状況に応じた監視、連絡及び避難の方法を定めておくこと。
10　運輸・貨物業に関する災害防止対策
　ア　交通労働災害ガイドラインで定める「異常気象等の際の措置」を道路への降雪・凍結時に
　　も適用して、雪道・凍結などに配慮した対策を講ずること。

　イ　積卸し作業における労働災害防止対策
　　①　積雪・凍結により滑りやすいプラットホーム、通路等は常に除雪し、凍結防止に努め、必用な滑り止め措置を講ずること。
　　②　履物は滑りやすいものを避け、トラック荷台（アオリを含む）、ステップ等からの転落防止の徹底を図ること。
11　一酸化炭素中毒予防対策
　　　　ア　屋内で燃焼式暖房機器を使用する場合は、適切な換気措置を行うこと。
　　　また、災害発生時等における二次災害防止のため、教育・訓練及び空気呼吸器、送気マス

　　クを備えておくこと。
　　イ  内燃機関や練炭コンロ等を使用した自然換気が不十分な場所に立ち入る場合には、換気を
　　　十分行うとともに、測定機器を準備し、一酸化炭素濃度、酸素濃度を測定し、安全を確認すること。

   　 ウ　自然換気が不十分な場所では、発電機、エンジンポンプ等の内燃機関や練炭コンロなどの 

　　 使用は避けること。
　 エ　コンクリートの保温養生等で、やむを得ず内燃機関、練炭コンロ等を使用する場合は、関
     係者への周知・教育、使用場所への危険表示、立ち入り禁止の表示を行うこと。（主に建設
　　 業関連）
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